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必要な経験・専門性 

 

以下の(1)～(6)の経験・専門性のいずれかに該当する方です。 

  

(1)安全審査官、原子力運転検査官及び原子力専門検査官 

職務を遂行するのに必要な以下のいずれかの経験・専門性を有すること。 

一 学校教育法（昭和２２年法律第２６号。以下同じ。）による大学（短期大学を除く。）において、理

学若しくは工学に関する学科を修めて卒業した者又はこれらと同等以上の学力を有すると認められ

る者であって、原子力施設その他の保安に関する行政事務（以下「保安行政事務」という。）に通算

して２年以上又は原子力施設に係る設計、建設、保修、検査、品質保証若しくは運転に関する事務

（以下「保安事務」という。）に３年以上従事した者 

二 学校教育法による短期大学若しくは高等専門学校において、理学若しくは工学に関する学科を修

めて卒業した者又はこれらと同等以上の学力を有すると認められる者であって、保安行政事務に通

算して４年以上又は保安事務に５年以上従事した者 

三 学校教育法による大学、短期大学若しくは高等専門学校において、理学若しくは工学に関する学科

以外を修めて卒業した者若しくは学校教育法による高等学校を卒業した者又はこれらと同等以上の

学力を有すると認められる者であって、保安行政事務に通算して６年以上又は保安事務に７年以上

従事した者 

四 学校教育法による大学、短期大学若しくは高等専門学校において、理学若しくは工学に関する学科

を修めて卒業した者又はこれらと同等以上の学力を有すると認められる者であって、発電プラント、

化学プラントその他プラント施設・設備の設計、建設、補修、検査に関する事務に７年以上従事した

者 

五 学校教育法による大学、短期大学若しくは高等専門学校を卒業した者又はこれらと同等以上の学

力を有すると認められる者であって、原子力施設又は発電プラント、化学プラントその他プラント施

設の品質保証に関する事務に７年以上従事した者 

六 学校教育法による大学、短期大学若しくは高等専門学校において、理学若しくは工学に関する学科

を修めて卒業した者又はこれらと同等以上の学力を有すると認められる者であって、建築、土木、機

械（主に地震工学、耐震設計）に関する技術者としての経験を有する者 

七 理学又は工学の大学院博士課程を修了し、大学又は独立行政法人等の研究機関において、一定の期

間、理学又は工学に関する研究業務に従事している者 

 

(2)原子力規制に関するシステム開発、整備及び運用管理事務 

  職務を遂行するのに必要な以下の経験・専門性を有すること。 

  情報処理、情報セキュリティ及び情報システム開発に関する業務の経験を有する者であって、以下

の一から四までに掲げる経験・専門性のいずれかを有する者。 

一 学校教育法による大学（短期大学を除く。）において、理学若しくは工学に関する学科を修めて卒

業した者又はこれらと同等以上の学力を有すると認められる者であって、保安行政事務に通算して

２年以上又は保安事務に３年以上従事した者 

（別紙） 
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二 学校教育法による短期大学若しくは高等専門学校において、理学若しくは工学に関する学科を修

めて卒業した者又はこれらと同等以上の学力を有すると認められる者であって、保安行政事務に通

算して４年以上又は保安事務に５年以上従事した者 

三 学校教育法による大学、短期大学若しくは高等専門学校において、理学若しくは工学に関する学科

以外を修めて卒業した者若しくは学校教育法による高等学校を卒業した者又はこれらと同等以上の

学力を有すると認められる者であって、保安行政事務に通算して６年以上又は保安事務に７年以上

従事した者 

四 情報処理、情報セキュリティ及び情報システム開発に関して高度な専門的知識を有する者 

 

(3)査察官 

職務を遂行するのに必要な以下のいずれかの経験・専門性を有すること。 

一 学校教育法による大学（短期大学を除く。）において、理学若しくは工学に関する学科を修めて卒

業した者又はこれらと同等以上の学力を有すると認められる者であって、保障措置に関する事務（計

量管理、査察及びその受け入れ等。以下同じ。）に通算して２年以上従事した者であり、かつ英語に

て諸外国との協議及び国際会議における対応ができる者 

二 学校教育法による大学、短期大学若しくは高等専門学校を卒業した者又はこれらと同等以上の学

力を有すると認められる者であって、原子力施設の保障措置、設計、建設、運転、検査又は研究に通

算して６年以上、うち、保障措置に関する事務に通算して２年以上従事した者であり、かつ英語にて

諸外国との協議及び国際会議における対応ができる者 

三 前二号に掲げる者と同等以上の知識及び経験を有していると原子力規制委員会が認めた者 

 

(4) 放射線による障害の防止に関する事務 

職務を遂行するのに必要な以下のいずれかの経験・専門性を有すること。 

一 学校教育法による大学（短期大学を除く。）において、自然科学に関する学科を修めて卒業した者

又はこれと同等以上の学力を有すると認められる者であって、放射線による障害の防止に関する事

務（以下「放射線障害防止事務等」という。）又は放射線防護に関する事務・研究（以下「放射線防

護事務等」という。）に通算して２年以上従事した者 

二 学校教育法による短期大学若しくは高等専門学校において自然科学に関する学科を修めて卒業し

た者又はこれらと同等以上の学力を有すると認められる者であって、放射線障害防止事務等又は放

射線防護事務等に通算して４年以上従事した者 

三 放射線障害防止事務等又は放射線防護事務等に通算して６年以上従事した者 

 

(5)国際関係事務 

職務を遂行するのに必要な以下の経験・専門性を有すること。 

外国の原子力機関又は原子力事業者において勤務した経験を有する者であって、以下の一から三ま

でに掲げる経験・専門性のいずれかを有する者。 

一 学校教育法による大学（短期大学を除く。）において、理学若しくは工学に関する学科を修めて卒

業した者又はこれらと同等以上の学力を有すると認められる者であって、保安行政事務に通算して
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２年以上又は保安事務に３年以上従事した者 

二 学校教育法による短期大学若しくは高等専門学校において、理学若しくは工学に関する学科を修

めて卒業した者又はこれらと同等以上の学力を有すると認められる者であって、保安行政事務に通

算して４年以上又は保安事務に５年以上従事した者 

三 学校教育法による大学、短期大学若しくは高等専門学校において、理学若しくは工学に関する学科

以外を修めて卒業した者若しくは学校教育法による高等学校を卒業した者又はこれらと同等以上の

学力を有すると認められる者であって、保安行政事務に通算して６年以上又は保安事務に７年以上

従事した者 

 

(6) 原子力規制に係る人材育成事務 

  職務を遂行するのに必要な以下の経験・専門性を有すること。 

  原子力施設に係る運転、保修、検査、品質保証及び放射線管理等に関する教育・訓練を行った経験を

有する者であって、以下の一から三までに掲げる経験・専門性のいずれかを有する者。 

一 学校教育法による大学（短期大学を除く。）において、理学若しくは工学に関する学科を修めて卒

業した者又はこれらと同等以上の学力を有すると認められる者であって、保安行政事務に通算して

２年以上又は保安事務に３年以上従事した者 

二 学校教育法による短期大学若しくは高等専門学校において、理学若しくは工学に関する学科を修

めて卒業した者又はこれらと同等以上の学力を有すると認められる者であって、保安行政事務に通

算して４年以上又は保安事務に５年以上従事した者 

三 学校教育法による大学、短期大学若しくは高等専門学校において、理学若しくは工学に関する学科

以外を修めて卒業した者若しくは学校教育法による高等学校を卒業した者又はこれらと同等以上の

学力を有すると認められる者であって、保安行政事務に通算して６年以上又は保安事務に７年以上

従事した者 

 


